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= 瓣成り7年度力らの莉用者負担 こつし て =平成27年度からの利用者負担について(1)

t 制度の趣旨、ポイント i
o 新制度において、 利用者負担は、 国が定める基準を限度として、 実施主体である市町村が定

めることとされたほか、 利用したサービスの量 (受けた利益) に応じて負担する
｢応益負担｣

から、 世帯の所得の状況その他の事情を勘案して定める ｢応能負担｣ へと見直すとされている。
【資料 1 1

1 ) 利用者負担額 (現行の保育料) は、国が定める基準を限度として市町村で定める。
･利用者負担額 (市町村が決定) = 公定価格 (国算定) - 施設型給付費 (市負担)
･利用者負担額が国基準を下回る場合は、その分市町村が補てん (施設型給付費)

2 ) ｢応益負担｣ から ｢応能負担｣ へと見直しがなされる。
･定額負担から保護者の所得に応じた負担 (幼稚園就園奨励費制度は廃止)
･但し、 施設 (幼稚園) において一定の上乗せ徴収は可

3 ) 利用者負担額は、 公立と私立の間に区別はない。
･ 新制度の国基準では、 公立 ･ 私立の区別は示されていなし、。

- -現行
幼稚園保育料は、 公立、 私立ともに設置者 (事業者) が定めているほか、 その他入園

料等についても、 それぞれで設定している。



平成27年度からの利用者負担について(2 )

t 設定の方針 i

○新制度移行後における幼稚園、認定こども園の利用者負担額については、現行の負担水準を踏ま
えつつ、新制度への円滑な移行と公立及び私立の役割や受益のバランス等を考慮して設定する。

t 設定の州容 i

(利用者負担額)
国が示す仮の基準額と本市の現状の負担水準 (市内私立幼稚園) がほぼ同程度であることか
ら、 利用者負担額は国の基準額と同額とする。 【資料 2 1 渡絆

(応能負担)
本市では~ 就園奨励費制度を国が示す所得階層ごとの区分で運用してきたことから、新制度
においても、 国の所得階層を採用する。 【資料 3 1

(公立 ･私立間の負担額の統一)
1 ) 新制度の趣旨に鑑み、 公立幼稚園 ･私立幼稚園の負担額において統一 (同額) を目指す。
2 ) しかしながら、公立幼稚園の現行保育料と国の仮の基準額に大きな差があることや公私間
において保育のサービス水準に差があることから、 利用者 (保護者) から一定の理解を得
た上で統一する。

-

(負担額の切り替え時期)
利用者負担の切り替え時期は、市民税の賦課決定時期 (6月) や事務負担や保護者への周知
に要する期間等を考慮して 9月とする。



= 拵成ク7年度力 らの禾 用者負担 こっし て 3 ll 3平成27年度からの利用者負担について(3 )

l 公立幼稚園こおける経過措置 l

(経過措置)
平成 2 7 年度公立幼稚園入園児 (4 歳、 5 歳) においては、 すでに、 現行の額を前提にして

入園の手続き ･準備等がなされていることから、 一定の経過措置が必要となる。 ついては、 当

該園児の在国期間中は、現行の額を上限とした利用者負担額とする。 【資料3 1

在園期間 4 歳児 : 2 年間、 5 歳児 : 1 年間
現行保育料 :月 5 , 5 0 0 円
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l【参考】
! (公私間における保育サービスの水準)

本市の現状では、 公立幼稚園と私立幼稚園の間に ｢保育の対象年齢｣ や ｢預かり保育｣、
: ｢パス通園｣ 等の運用面のほか ｢空調設備｣ 等の施設面でサービスの質 ･量に差がある。

! (利用者負担の切り替え)
利用者負担額は、利用者 (保護者) が課税された直近の市町村民税をもとに決定することと
lされており、 利用者の世帯所得において課税額が前年度分と当年度分で違うとき、 8 月までと
ー 9 月からの負担額に違いが生じる場合がある。



　 平成27年度からの利用者負担について(4 )

t 私立幼稚園の状況 i

(市内私立幼稚園 5 園)
･ 平成 2 7 年 1月末現在、 新制度へ移行する園はない。 (旧制度を継続)

(市外私立幼稚園)
t新制度の認定を受ける市外の幼稚園 ･認定こども園へ通園を希望する園児の情報がある。
弥富市 1 園、 各務原市 1 園
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資料 1 公定価格の財政構造 (私立幼稚園)

･ 平 26 予 ベース の I ば
総費用 約6,200 億円程度 (特別補助等を除く※1) 総費用 約 6,2 0 0 十 G (※3) 億 円 程 度 (特別補助等を除く ※せ)
曇雪サ““‐ ““ - “ ･ - ‐ 】‘岾コ ,続盤 - 猫 《留萠槌恥一驚鑿K

学校法人立以外分(※3)
私学助成
(一般補助蓼の

就園奨励
費補助

事業未実施市町村等分く※3)

--
保護者負担 (実賞負担額)
: 約 2 ,9 0 0

億 円 (葵籟見込み)
　

　　 　

利用者負担 (国基準)
約 2,9 0 0 億 円 (見込み)

地方単独
費用部分

全国統一
費用部分
約66 % (見込み)
(瑠,100÷62 00)

※1 私学助成のうち~一般補助のうちの一種免許状、財務扶況改善や特別補助(子育て支援(預かり保育)~特別支援など)については、引き続き、私学助
成の対象とする方向で検討中。

※2 地域における子育て支援事茱充実分を除き、私学団体への補助を含む。なお~私立学校経常費補助に係る地方財政措置は~学校法人格の有無を問わず全ての私立幼稚園の園児を対象fコ度定。
※3 新制度移行に伴い必姿となる公費増であり、基本的に、暈拡充により確保予定。 6※4 新制度の図のうち~r国負担･都道府県負担･市町村負担｣の部分は法律上の負担が規定されてし、る。単独費用部分の都適府粟補助は、各都道府県において補助事菜の創設が必要。



資料2 国が示す ｢教育標準時間認定を受けた子どもの利用者負担
のイメージ (月額) ｣ (仮の基準額)

r
- - 20 ,5 0 q ぬ25 q o

※幼稚園年少から小学校3年までの範囲において、最年長の子どもから順に2人目は上記の半額、
3人目以降については0円とする。

…国が想定する世帯年収
市町村民税非課税、市町村民税所得割非課税世帯…約 2 7 0 万円まで
市町村民税所得割課税額 7 7 , 1 0 0 円以下 … ･約3 6 0 万円まで
市町村民税所得割課税額 2 1 1 , 2 0 0 円以下 … ･約6 8 0 万円まで
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資料3 平成2 7年度の利用者負担額 (月額)

単位 :円(公立)

‐ ▲‐ ‐--

市民税非課税 .所得割非課税世帯 さ
.-

3 ,o o o ,
- 4 ,3 5 0 0

(私立)

所得割課税額2 T↑,2 o o円以下
:
,
-

2 o ,5 o o
-
ぬ 25 o
1 -

--
, o

l公立 .私立と割こ第2子.第3子の額は、幼稚園ご同時就園及び小学校1 ~ 3年生の兄.姉がいる場合 l


